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公立大学法人新潟県立大学の各事業年度の業務実績評価（年度評価）実施要領(案) 
 

平 成 3 0 年  月  日 
新潟県公立大学法人評価委員会 

 
第１ 趣旨 
この要領は、地方独立行政法人 法第28条 第78条の２の規定及び当該規定に基づき定

められた県規則（新潟県公立大学法人の業務運営並びに財務及び会計に関する規則）に基

づき、新潟県公立大学法人評価委員会（以下「評価委員会」という｡)が行う公立大学法人

新潟県立大学（以下「法人」という｡)の各事業年度の業務実績に関する評価（以下「年度

評価」という｡)の実施について必要な事項を定めるものとする。 
 
第２ 評価の目的 
評価委員会が行う評価は、法人の業務運営の自主的かつ継続的な見直し・改善を促し、

もって、法人の業務の質的向上、業務運営の効率化、透明性の確保に資することを目的と

して行う。 
 
第３ 評価の基本方針 
年度評価は、中期目標の達成に向けた中期計画の進捗状況を確認する観点から行い、評

価に当たっては、総合的かつ効率的に行うこととする。 
なお、評価の際は、大学の教育研究の特性や大学運営の自主性・自律性に配慮すると共

に、評価を通じて、法人の中期目標の達成に向けた取組状況を県民に分かりやすく示すよ

う努めるものとする。 
 
第４ 年度評価の実施時期 
年度評価は、当該事業年度終了後、概ね５月以内に実施するものとする。 

 
第５ 年度評価の実施方法 
 １ 評価手法 
   年度評価は、その目的を効率的かつ効果的に達成するため、業務実績に基づき法人

が行う自己評価結果を踏まえ、項目別に評価の上、中期計画の進捗状況について総合

的な評価（全体評価）を行う。 
 
２ 評価項目 

評価項目は、表１のとおりとする。 
 
３ 評価基準 

評価にあたっては、表２－１の取扱いを基本に、取組状況や計画の難易度、外的要

因等、それぞれの状況を総合的に勘案して評価するものとする。 
ただし、指標単位評価について指標の性質から、表２－１により達成率を算定しが

たい指標については、表２－２によるものとする。 
 
 

※ 下線部分が、今回改正箇所 
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４ 評価の手順 
(1) 小項目別評価（事業単位評価・指標単位評価） 
ア 法人による実績報告・自己評価 

法人は、表１に定める小項目別の業務実績をとりまとめ、第５の３に定める評

価基準に沿い自己評価の上、業務実績報告書を作成し、評価の実施時期の属する

年度の６月末日までに評価委員会に提出する。 
 
イ 評価委員会による検証・評価 

評価委員会は、法人から提出された業務実績報告書について、法人関係者から

のヒアリング等により検証の上、表１に定める小項目別に、第５の３に定める評

価基準により評価する。 
なお、評価委員会は、検証、評価を行う上で必要がある場合、法人に対して資

料の追加提出を求めることができるものとする。 
 
ウ 法人意見の聴取、申立て機会の付与 

評価の透明性、正確性を確保するため、評価委員会は、法人の実績報告・自己

評価に基づき実施した小項目別評価について、評価結果の決定に先立ち、法人に

評価結果案を提示し、意見申立ての機会を付与する。 
なお、法人は、当該案に対する意見を、書面により評価委員会に申し出るもの

とする。 
 
エ 評価の確定 

評価委員会は、小項目別評価案に対する法人意見を踏まえ、必要に応じて法人

関係者の説明を受けて当該意見の適否を審議し、当該案に修正を加える等により

小項目別評価を確定する。 
 

(2) 大項目別評価 
評価委員会は、小項目別評価結果を踏まえ、表１に定める大項目ごとに、表２－

１に定める評価基準により、中期計画の進捗状況を総合的に勘案して評価する。 
 

(3) 全体評価 
評価委員会は、大項目別評価の結果を踏まえ、表２－１に定める評価基準により、

中期目標の達成に向けた中期計画の全体的な進捗状況を総合的に勘案して評価す

る。 
 
第６ 評価結果の取扱い等 
１ 評価結果の通知及び公表等 

評価委員会は、評価結果を確定したときは、評価書としてとりまとめ、遅滞なく当

該評価書を法人及び知事に送付するとともに新潟県ホームページ等で公表する。 
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２ 評価結果の活用 
法人は、評価結果を自らの業務運営等の見直し又は改善に活用・反映させていくも

のとする。 
なお、評価委員会は、評価に際し、従前の評価結果等に対する法人の業務運営への

活用・反映状況等を確認するものとする。 
 
第７ 評価方法の継続的な見直し 
この要領については、年度評価の実施状況等を踏まえ、必要に応じて見直すものとする。 

 
第８ その他 
この要領に定めるもののほか、評価の実施に際して必要な事項は、評価委員会が別に定

める。 
 

附 則 
この要領は、平成22年３月23日から施行する。 

 
附 則 

この要領は、平成30年 月 日から施行し、同年４月１日から適用する。 
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（表１：年度評価における評価項目） 

評 価 区 分 評 価 の 対 象 

小
項
目
別
評
価 

事業単位 
評価 

年度計画の第１から第５の最小項目として記載されている各事項の達成状況 
 ※ 第６から第10に係る実績については、全体評価の際に参考情報として用いる。 

指標単位 
評価 年度計画の各数値目標の達成状況 

大項目別 
評価 

小項目別評価を踏まえた、中期計画における次の７区分ごとの進捗状況 

１ 教育に関する目標を達成するための措置（中期計画第１の１） 
  【教育に関する事項】 

２ 研究に関する目標を達成するための措置（中期計画第１の２） 
  【研究に関する事項】 

３ 地域貢献・国際化に関する目標を達成するための措置（中期計画第１の３） 
  【地域貢献・国際化に関する事項】 

４ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置（中期計画第２） 
  【業務運営に関する事項】 

５ 財務内容の改善に関する目標を達成するための措置（中期計画第３） 
  【財務内容に関する事項】 

６ 自己点検・評価、外部評価の実施及び評価結果の活用に関する目標を達成する 
ための措置（中期計画第４） 

  【自己点検・評価等に関する事項】 

７ その他業務運営に関する重要事項を達成するための措置（中期計画第５） 
  【その他業務運営に関する事項】 

全体評価 大項目別評価を踏まえた、中期計画全体の進捗状況 
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（表２－１：年度評価における評価基準） 

評 価 区 分 評定 評  語 評価の目安 

小 
 
項 
 
目 
 
別 
 
評 
 
価 

事業単位 
評価 

ｓ 年度計画を大幅に上回る 特に優れる若しくは顕著な成果 

ａ 年度計画を上回る 上回る若しくは十分な実施 

ｂ 年度計画を概ね実施 実施 

ｃ 年度計画を十分に実施せず 下回る若しくは実施が不十分 

ｄ 年度計画を大幅に下回る 特に劣る若しくは実施せず 

指標単位 
評価 

ｓ 年度計画を大幅に上回る 達成率 100％以上かつ顕著な成果 

ａ 年度計画を上回る 達成率 100％以上 

ｂ 年度計画を概ね実施 達成率 80％以上 100％未満 

ｃ 年度計画を十分に実施せず 達成率 60％以上 80％未満 

ｄ 年度計画を大幅に下回る 達成率 60％未満 

大項目別 
評価 

Ｓ 中期計画の進捗は優れて順調 

大項目（７区分）別に、中期計画の進捗状況に

ついて、小項目別評価から総合的に勘案し、評

価 

Ａ 中期計画の進捗は順調 

Ｂ 中期計画の進捗は概ね順調 

Ｃ 中期計画の進捗はやや遅れている 

Ｄ 中期計画の進捗は遅れている 

全体評価 

中期計画の進捗は優れて順調 

中期計画全体の進捗状況について、大項目別評

価から総合的に勘案し、評価 

中期計画の進捗は順調 

中期計画の進捗は概ね順調 

中期計画の進捗はやや遅れている 

中期計画の進捗は遅れている 
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（表２－２：実施要領第５の３の表２－１により達成率を算定しがたい指標の評価基準） 

指  標 評定 評  語 評価の目安 

卒業時の 
英語能力 

 
ＴＯＥＩＣ 
スコア 

ｓ 年度計画を大幅に上回る 730以上（500以上）かつ顕著な成果 
※（ ）内は人間生活学部。以下同じ 

左記の区分を基
本に目標達成者
の割合等を総合
的に勘案して評
価する。 

ａ 年度計画を上回る 原則 730以上（500以上） 

ｂ 年度計画を概ね実施 原則 600以上 730未満 
  （450以上 500未満） 

ｃ 年度計画を十分に実施せず 原則 500以上 600未満 
  （400以上 450未満） 

ｄ 年度計画を大幅に下回る 500未満（400未満） 

国家資格の 
取得率 

 
管理栄養士 
合格率 

ｓ 年度計画を大幅に上回る 合格率 100％かつ顕著な成果 

ａ 年度計画を上回る 合格率 100％ 

ｂ 年度計画を概ね実施 合格率「直近の全国合格率平均値」以上 100％未満 

ｃ 年度計画を十分に実施せず 合格率 80％以上「直近の全国合格率平均値」未満 

ｄ 年度計画を大幅に下回る 合格率 80％未満 

就職希望者の 
就職率 

ｓ 年度計画を大幅に上回る 就職率 100％かつ顕著な成果 

ａ 年度計画を上回る 就職率 100％ 

ｂ 年度計画を概ね実施 就職率「直近の全国就職率平均値」以上 100％未満 

ｃ 年度計画を十分に実施せず 就職率 80％以上「直近の全国就職率平均値」未満 

ｄ 年度計画を大幅に下回る 就職率 80％未満 

国の大学教育
改革に関する
支援プログラ
ム採択数 

ｓ 年度計画を大幅に上回る 新規採択又は採択事業継続かつ顕著な成果 

ａ 年度計画を上回る 新規採択又は採択事業継続 

ｂ 年度計画を概ね実施 申請あり（不採択） 

ｃ 年度計画を十分に実施せず 申請準備あり 

ｄ 年度計画を大幅に下回る 取組なし 

－ 該当なし 該当する申請事業なし 

 

 

 


